は　じ　め　に


　近年，消費者を取り巻く環境は，経済社会のグローバル化・高度情報化の急速な進展等により大きく変化しています。
こうした中，広島県内の消費生活相談窓口においては，年間約３万件の相談が寄せられており，その内容はますます多様化・複雑化しています。
　特に１０代，２０代の若者にとっては，社会経験が少ない中で，インターネットの普及等によりあらゆる世界と身近に接することができるなど，一層，消費者被害に遭いやすい環境となっており，若者一人ひとりが，消費者被害を回避するだけでなく，環境や次世代にも配慮した適切な消費行動がとれる「自立した消費者」となるためにも，消費者教育はますます重要になってきています。
[bookmark: _GoBack]このため，平成２４年１２月に施行された消費者教育の推進に関する法律を踏まえ，本県では，学校，職場，家庭や地域等，様々な場において，消費者として基礎的知識を身につけ，主体的に質の高い判断ができるよう，消費者教育を推進しています。特に，学校の授業その他の教育活動における消費者教育は重要であることから，消費者教育に使用される教材の充実を図ってきました。
　本資料は，こうした動きを踏まえ，今後消費者教育を積極的に進めていくための資料として，これまでの消費者教育参考資料を改訂したものです。
　中学校，高等学校等において消費者教育に携わっておられる皆様の参考として活用していただければ幸いです。
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